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た利用者の利便性向上のた
めの措置」に記述。

⑤ 保存及び利用に関する研 ⑤ 保存及び利用に関する研 ・体系的な研修内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・国及び地方公共団体の保存 Ａ
修の実施その他の措置国の 修の実施その他の措置 会委員の協議により判定する。 利用機関等の職員を対象と

保存利用機関に対し、当該 ⅰ）館及び国の保存利用機関 して「歴史公文書等の保存

機関の職員を対象として歴 の職員を対象として、歴史 及び利用に関する基礎知識

史公文書等の保存及び利用 公文書等の保存及び利用に の習得」、「専門的知識の習

に関する基本的知識の習得、 関し、次の目的を持つ体系 得」及び「実務上の問題点

専門的知識の習得及び実務 的な研修を引き続き実施す 等の解決方策の研究」を目

上の問題点等の解決方策の る。その際、地方公共団体 的として、受講者の段階に

習得に係る研修を体系的に の求めに応じ、その職員を 応じ、体系的な研修を開催

実施するとともに、専門的 これらの研修に参加させ した。

技術的な助言を行う。また、 る。また、参加する職員及 詳細は報告書50頁「(1)公

内閣総理大臣からの委託を び対象機関の拡大について 文書館等職員を対象とした

受け、地方公共団体に対し、 更に検討を行う。 研修会等」に記述。

当該地方公共団体の職員を 《資料3-40、41参照》

これらの研修に参加させる
とともに、公文書館の運営 ・研修等の派遣元の意見 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 〔研修会〕 Ａ
に関する技術上の指導又は 会委員の協議により判定する。 ・41機関中28機関から回答

助言を行う。 があり、総合評価で「満足
・ほぼ満足」が26機関（92
％）であった。
・主な意見は、「公文書館の
業務及び課題について幅広
い知識を習得する上で有意
義であった。」「来年度も積
極的に参加させたい。」

〔専門職員養成課程〕
・14機関中９機関から回答
があり、「満足・ほぼ満足」
が100％であった。
・主な意見は、「受講生が
館の中核として活動するこ
とを期待する。」「少人数体
制なので、他の職員による
業務補充すべき期間が長期
となった。」
〔実務担当者研究会議〕
24機関中18機関から回答が
あり、「満足・ほぼ満足」が
17機関（94％）であった。
・主な意見は「討論中心の
会議は情報交換の場として
今後も充実してほしい」「海
外や国内の公文書館の情報
を提供してほしい」
詳細は報告書50頁「(1)

公文書館等職員を対象とし
た研修会等」に記述。

・対象機関の拡大につい ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・今年度、新たに法人化され Ａ
ての検討状況 会委員の協議により判定する。 た国立大学法人、大学共同

利用機関法人からの受講を
検討した結果、引き続き案
内状を送付することとした。
詳細は報告書50頁「(1)公
文書館等職員を対象とした
研修会等」、53頁「(2)専門
職員等の人材養成充実強化
について検討」に記述。

イ 公文書館法（昭和62年 ・研修への参加割合 １００ ７５％ ２５％ ２５ 100％以上 Ａ



- 13 -

法律第１１５号）の趣旨 （企画の際の想定参加者 ％以上 以上 以上 ％未満 ・41機関44名（募集人員30名

の徹底並びに歴史公文書 に対する割合） １００ ７５％ 程度。15年度は44名が参加。）

等の保存及び利用に関す ％未満 未満 想定参加者に対する割合

る基本的な事項の習得 44/30…147％

・研修内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・報告書50頁「①公文書館等 Ａ
会委員の協議により判定する。 職員研修会の開催」に記述。

《資料3-42参照》

・参加者の意見 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・参加者44名から回答があり、 Ａ
会委員の協議により判定する。 総合評価で「満足・ほぼ満

足」が41名（93％）であっ
た。

・主な意見は、「初任者として、
今後の仕事を行っていく上
で、その基礎的な部分をカ
バーしてくれる内容であっ
た。」「講義だけでなく、グ
ループ討論もあり、他館と
の情報交換ができ、とても
参考になった。」

ロ 公文書館法第４条第２ ・研修への参加割合 １００ ７５％ ２５％ ２５ 25％以上75％未満 C
項に定める専門職員とし （企画の際の想定参加 ％以上 以上 以上 ％未満 ・14機関14名（募集人員20名

て必要な専門的知識の習 者に対する割合） １００ ７５％ 程度。15年度は12名が参加）

得 ％未満 未満 想定参加者に対する割合
14/20…70％

・研修内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・報告書51頁「②公文書館専 Ａ
会委員の協議により判定する。 門職員養成課程の開催」に

記述。《資料3-43,44,45参照》

・参加者の意見 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・参加者14名から回答があり、 Ａ
会委員の協議により判定する。 総合評価で「満足・ほぼ満

足」が100％であった。
・主な意見は、「多岐にわたり、
総合的な知識が得られ、ま
た、人的ネットワークが形
成でき、獲得するものが多
い研修であった。」「海外の
アーカイブズの最前線につ
いて直接話しを聞く機会を
得たのは貴重であった。」

ハ 歴史公文書等の保存及 ・研修への参加割合 １００ ７５％ ２５％ ２５ 100％以上 Ａ
び利用に関し、特定のテ （企画の際の想定参加者 ％以上 以上 以上 ％未満 ・24機関26名（募集人員20名

ーマに関する共同研究等 に対する割合） １００ ７５％ 程度。15年度は23名が参加）

を通じての実務上の問題 ％未満 未満 想定参加者に対する割合
点等の解決方策の習得 26/20…130％

・研修内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・報告書52頁「③公文書館実 Ａ
会委員の協議により判定する。 務担当者研究会議の開催」

に記述。《資料3-46参照》

・参加者の意見 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・参加者26名から回答があり、 Ａ
会委員の協議により判定する。 「満足・ほぼ満足」が25名

（96％）であった。
・主な意見は、「他館の先進
的な事例を伺うことがで
き、大変参考になった。」「設
立の経緯が様々な各公文書
館の情報交換の場となっ
た。」
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ⅱ）今後の研修の在り方を策 ・今後の研修の在り方を ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・専門職員（アーキビスト） Ａ
定するために各研修の対象 策定するための検討状 会委員の協議により判定する。 等の人材養成充実強化につ
者、カリキュラム、研修期 況 いての検討ＷＧを設置し、
間、海外のアーキビストを 外部有識者からの意見聴取
含む研修講師等の充実及び ４回を含め、２３回にわた
体系化のための検討を行う り検討会を開催した。検討
とともに、新たな研修方法 の結果は、四半期ごとに研
や教材開発等の調査に着手 究連絡会議に報告するとと
する。 もに報告書として取りまと

めた。

・新たな研修方法や教材 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・海外から著名なアーキビス Ａ
開発等の調査の状況 会委員の協議により判定する。 ト２名を招へいしてのシン

ポジウム開催に併せて、「専
門職員養成課程」において
も「評価・選別論」につい
ての特別講義を行った。
・先進的な諸外国８カ国の教
育・研修に関する事例を調
査し、その一部を翻訳の上、
情報誌「アーカイブズ」に
掲載し、広く関係者の利用
に供することとした。
詳細は報告書５３頁「(2)

専門職員（アーキビスト）
等の人材養成充実強化につ
いての検討」に記述。

ⅲ）情報の提供、意見交換等

イ 歴史公文書等の管理に ・研修への参加割合 １００ ７５％ ２５％ ２５ 100％以上 Ａ
関する講習会等 （企画の際の想定参加 ％以上 以上 以上 ％未満 ・23機関33名（募集人員30名

歴史公文書等の的確か 者に対する割合） １００ ７５％ 程度 16年度は33名参加）

つ効率的な移管・公開業 ％未満 未満 想定参加者に対する割合

務の推進に資することを 33/30…110％

目的として、国の機関の
文書主管課職員その他各 ・講習会の内容 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・報告書54頁「①公文書保存 Ａ
部局の文書担当等の職員 会委員の協議により判定する。 管理講習会の開催」に記述。

を対象に、新しい移管・ 《資料3-47参照》

公開の仕組みへの理解を
深めるとともに、歴史公 ・参加者の意見 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・参加者29名から回答があり、 Ａ
文書等の管理に関する基 会委員の協議により判定する。 総合評価で「満足・ほぼ満

本的事項を習得させるた 足」が27名(93％）であった。

めの講習会を実施する。 ・主な意見は、「どの講義も初
心者にも理解しやすく、公
文書の保存、管理、情報公
開、公文書館の役割等につ
いての現状や今後の課題等
について知ることができ
た。」「今回の講習会で公文
書管理の重要性を改めて確
認した。今後ともより一層
の啓蒙活動をお願いする。」
詳細は報告書54頁「①公

文書保存管理講習会の開催」
に記述。

また、関係行政機関に ・説明会の実施状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・各府省等文書主管課職員等 Ａ
公文書専門官等を派遣す 会委員の協議により判定する。 の歴史公文書の移管に対す

る形の説明会を引き続き る理解を深めるため、専門

実施する。 官等が各府省等１８機関に
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出向き、説明会を実施した。
３６５名の参加があった

・館への理解を促進するため、
各府省等文書主管課職員等
を対象とした本館及びつく
ば分館の研修・見学会を開
催し、４０名の参加があっ
た。

・特に、平成16年度は移管に
関する主管課長会議メンバ
ーによる本館の見学会を実
施し、14名の参加があった。
詳細は報告書２４頁「③

各府省等に対する説明会の
実施等」４５頁「(6)国立公
文書館の見学」に記述。

ロ 館が実施した研修会・ ・パンフレットの作成、 実施済 未実施 実施済み Ａ
講習会等の講義等を分か 配布 ・公文書等の移管関係につい

りやすく解説したパンフ て、分かりやすく解説した

レットを作成し、国の機 パンフレット「歴史公文書

関等に広範に配布するこ 等の移管」を６００部作成

とにより、公文書館の役 し、各府省等に出向いて説

割、公文書の移管、保存 明会で配布する等関係行政

等に関する情報提供を行 機関へ配布した。

う。

ハ 都道府県・政令指定都 ・交流、意見交換等の状 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・第１６回都道府県・政令指 Ａ
市等公文書館長会議等を 況 会委員の協議により判定する。 定都市等公文書館長会議を

通じて、国又は地方公共 ６月３日、４日に福井市に

団体が設置する公文書館 おいて開催した。

との交流、意見交換等を ・主に内閣府懇談会について

行う。 報告を行い、各館と意見交
換を行った。
詳細は報告書61ページ

「(1)公文書館長会議の開催」
に記述。

ニ 歴史公文書等の保存、 ・「アーカイブス」の刊行、 実施済 未実施 実施済み Ａ
利用等に関する情報誌で 配布 ・「アーカイブズ企画・編集Ｗ

ある「アーカイブズ」を Ｇ会議」において掲載内容

発行し、国及び地方公共 の検討を行い、関心の高い

団体等に配布する。また、 と思われる内容の掲載やそ

内容の充実を図るととも の充実に努めた。また、「歴

に、より幅広い提供方法 史公文書の公開とプライバ

を検討する。 シー」及び「海外アーキビ
スト招へいによるシンポジ
ウム」に関する特集号を刊
行した。
特集号２回を含め年５回、
各１，２００部作成して、
国・地方の公文書館、国の
機関、地方公共団体、研究
機関に配布した。
詳細は報告書５６頁「②

情報誌「アーカイブズ」の
刊行」に記述。

・内容の充実、提供方法 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・ＩＣＡウイーン大会、海外 Ａ
の検討状況 会委員の協議により判定する。 アーキビスト招へいによる

シンポジウムなどタイムリ
ーな内容と速報性を重視し、
臨時的な特集号を２号刊行
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した。また、より一層の情
報提供を促進するため、第
１８号から当館ホームペー
ジに掲載することとした。

ⅳ）国際交流の推進

イ 国際会議等への参加 ・国際交流、国際協力の ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・ウイーンで開催された国際 Ａ
８月、オーストリアの 状況 会委員の協議により判定する。 公文書館会議（ＩＣＡ)の第

ウィーンで開催される国 15回大会に館長等が出席し、

際公文書館会議（ＩＣＡ） 各国公文書館代表等と交流

大会に参加し、我が国の した。また、初めて日本セ

実情を紹介するととも ッションを結成し、当館職

に、参加各国公文書館関 員等が５本の発表を行った。

係者との交流を深める。 ・平成１７年３月に初めて実
また、国際公文書館会 施されたＩＣＡの役員選挙
議東アジア地域支部（Ｅ に館長が立候補した。（４
ＡＳＴＩＣＡ）の会合、 月、当選が確定）
その他公文書館活動に関 ・国際公文書館会議東アジア
連する国際会議・研修に 地域支部（ＥＡＳＴＩＣＡ）
積極的に参加し、国際交 会合に出席、館長が理事会
流・協力を推進する。 の議長役を務めた。

詳細は報告書６３頁「８
国際交流」に記述。

ロ 外国の公文書館との交 ・交流推進の状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・理事等が上海市档案館新館 Ａ
流推進 会委員の協議により判定する。 開館記念式典に招待され、

日中国交正常化30周年 理事が講演を行った。

を契機に新たな協力関係 ・中国上海市档案館、中国共

を築いた中国の公文書館 産党中央党史研究室等の関

との交流を続けるととも 係者と交流を図った。

に、外国の公文書館等か ・カナダ国立図書館公文書館

らの訪問・研修受入れ等 館長ほか、オランダ、イラ

の要請に積極的に対応す ン、韓国、オーストラリア、

る。 アフガニスタン等各国の公
文書館関係者の来訪を受け、
館の業務を説明するととも
に意見交換を行った。
詳細は報告書６３頁「８
国際交流」に記述。

ハ 外国の公文書館に関す ・外国公文書館の視察、 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・カナダとオーストラリアか Ａ
る情報の収集と館情報の 資料交換等の状況 会委員の協議により判定する。 ら著名なアーキビストを招

海外発信 へいし、シンポジウム等を

館の充実に資するため、 開催したほか、職員との意

先進的な外国の公文書館 見交換を実施した。

等への視察、資料交換等 ・館長等がオーストリア及び

を通じ、外国の公文書館 フランスの国立公文書館を

等に関する情報の収集及 視察し、意見交換を実施し

び蓄積を行う。また、館 た。

に関する情報の海外発信 ・外国公文書館等から寄贈さ

に努める。 れた文献約１３０冊を受入
れた。
詳細は報告書６３頁「８
国際交流」に記述。

・館に関する情報の海外 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・ＩＣＡウイーン大会におい Ａ
発信の状況 会委員の協議により判定する。 て、初めて日本セッション

を結成し、当館職員等が５
本の発表を行った。
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・主要掲載論文の英文要旨を
末尾に加えた「北の丸」第
３７号をＩＣＡ会員等１４
５ヶ所に送付した。

・ＩＣＡ、ＥＡＳＴＩＣＡの
国際会議等で当館高精細画
像システム及びアジア歴史
資料センター紹介デモンス
トレーションを実施した。
詳細は報告書６３頁「８
国際交流」に記述。

ⅴ）電子政府の実現に備え、 ・館の対応状況 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・「デジタルアーカイブの推進 Ａ
電子化された行政文書の受 会委員の協議により判定する。 に関する関係省庁連絡会議」

入れ、保存、利用を的確に の第１回会議が平成16年９
行うことを念頭において、 月2日に開催され、オブザ
行政の電子化の動向を注視 ーバー出席した。
し、その把握に努める。 詳細は報告書68ページ

「(3)デジタル化への対応
に関する調査研究」に記述。

(2) アジア歴史資料のデータベ (2) アジア歴史資料のデータベ
ースの構築及び情報提供アジ ースの構築及び情報提供
ア歴史資料センターを平成13 アジア歴史資料センター（以
年度に開設し、同センターに 下「センター」という。）の従
おいて、館、外務省外交史料 来のデータ提供の在り方を見
館、防衛庁防衛研究所図書館 直しつつ、「アジア歴史資料セ
等の保管するアジア歴史資料 ンターデータベース構築計画」
を電子情報の形で蓄積するデ （②ⅰ）において「データベ
ータベースを順次構築し、イ ース構築計画」という。）の早
ンターネット等を通じて情報 期実現への環境を整備する。
提供を行うとともに、当該資 また、センターの情報提供サ
料の利用者の利便性の向上の ービスを広く国内外に引き続
ために必要な調査等を実施し、 き周知するとともに、利便性
もって事業の充実を図る。 向上のための諸方策の実施な

ど継続的に利用者の立場に立
った見直し等を行い、データ
ベース利用のより一層の促進
を図る。そのため以下の措置
を講ずる。

① 広報活動の更なる充実 ・具体的広報活動 ・独立行政法人からの説明等を受け、分科 ・利用者拡大を図る新たな試 Ａ
主な利用者が国内の研究者 会委員の協議により判定する。 みとして、インターネット

である状況にかんがみ、その 上での広告を実施した結果、

利用者の定着を図るととも これまでの月平均２万件の

に、社会科教育の教材として アクセス数が７万件にと飛

の活用を促すため、教員等を 躍的に増加し、１２月には

対象とする研修会を開催す 累計で１００万アクセスを

る。さらに、若年層を含む一 記録した。

般の利用者や海外の利用者な ・利用者の一般への拡大を図
ど新たな利用者の拡大に努め ることを目的に前年度に実
る。 施した『公文書に見る日露
そのため、ホームページ上 戦争』を常設展とするとと
に一般利用者を対象とした興 もに、新たに『公文書に見
味ある内容の「特別展」の開 る岩倉使節団』を開催しコ
催、海外の大学等の日本研究 ンテンツの充実を図った。
機関との関係強化、インター ・学校教育現場でのセンター
ネット上の広報やＣＤ－ＲＯ 資料の活用を促進するた
Ｍ、ＤＶＤ等の媒体を十分活 め、社会科教員約１３０名
用した広範な広報活動を実施 を対象にセミナーを２回開


